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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

 全国的に少子高齢化が急速に進む中、子育てにおいての不安感や孤立感を抱える保護者

の増加、家庭や地域の養育力の低下、子どもの育ちの保障の充実など、様々な課題への対

応が求められており、子育て中の親や子どもを支援する次世代育成に関する施策の充実を

図ることが急務となっています。国では、平成 15 年７月に「次世代育成支援対策推進法」

が制定され、地方公共団体や事業主の行動計画策定を進めるなど次世代育成支援の推進を

図ってきました。また、平成 15 年７月に制定された「少子化社会対策基本法」に基づき、

平成 16 年６月に「少子化社会対策大綱」が閣議決定され、「若者の自立とたくましい子ど

もの育ち」等の４つの重点課題が提示され、これに沿った具体的な計画である「少子化社

会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画について」（子ども・子育て応援プラン）を

踏まえ、様々な対策を実施してきました。しかし、平成 17 年にわが国は初めて総人口が減

少に転じ、出生数 106 万人、合計特殊出生率が 1.26 と過去最低を記録するなど、予想を上

回る少子化の進行がみられました。 

 このような動向を踏まえ設置された「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議

では、結婚や出産・子育てに関する国民の希望の実現のために必要なものについて検討が

進められ、平成 19 年 12 月に「子どもと家族を応援する日本」重点戦略がとりまとめられ

ました。重点戦略では「働き方の見直しによる仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現」と「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」が必要であるとされ、この

実現のため平成 19 年 12 月に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及

び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」がとりまとめられました。憲章では、就労

による経済的自立が可能な社会、健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会、多様

な働き方・生き方が選択できる社会を目指すべきであるとし、企業や国民、国、地方公共

団体などの関係者が果たすべき役割を掲げています。また、行動指針においては、憲章が

掲げる社会を実現するために必要な条件を示すとともに、各主体の取り組みを推進するた

めの社会全体の目標を設定しています。 

このような国の次世代育成支援に関する一連の流れを受け、子どもが健やかに成長する

ことができ、誰もが安心して楽しみながら子育てできる地域を築くため、田原本町におけ

る子どもを取り巻く様々な分野の施策を総合的に推進していくことができるよう、田原本

町次世代育成支援後期行動計画（以下「後期行動計画」という。）を策定しました。 

 

 


